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国に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情

陳一情理由

高校生の 3割を超える生徒方空軍ι立高校に通い、幼児教育、大学教育においてはその 8劉を私学教育が担ってお

り、私学は公教育の場として大きな役割を果たしています。しかし、その教育条件等の整備の多くは保護者の学納

金負担に任されていま七

2010年度実砿 2014年度拡充の就学支援金純度と 2014年度実施の「奨学のための紺寸釦により学費の公私

間格差は一定程度是玉されました。さらに咋年度からは国による秘跡中学校に通う生徒に対する授業料補嚇リ度

が窺首没されました。

しかし、私立高校の学費は就学支援金分を差し引いても全国平均で校存度納付金年額60万1千円、入学金を除

いても 44万7千円と高額な負強力鳴りま七また、各都道府県の授業料減免制度の差により居住する場所によっ

て学費負担に大きな格差が出る「学費の密治体間格差jも存在しています。この格差を無くしていくには匿の就学

支援金爺慌の拡充が強く求められます。

2017年度、政相掠立高等学校の授業料無償化を盛り込んだ「新しし粗布賊パッケ一泊を関議決定しまし

た。これを吉躍に2018年度は、いくつかの自治体で授業料減務指度を改善する動きがありました。しかし財源の

格差により制度の変わらない自治体も多く残されていまマ九 f学費の自治体問格差J:解消のため 2020年とされて

いる f和靖校の授業料無償イ匂の実施を一刻でも早く前倒しする事が強く求められます。

また昨年度から 5年間の実証事業として開始された「私企j、中学校等同通う児童生徒への経済的支援iは想

定人数を大きく超えた申請があり、支援金の遅配が報道されるなど課題も残しています。

OECD諸留の教育への公的支出を比べてみても、日本は下位に低迷しています。未来を担う子どもたちのため

に教育予算を増額し、私学に通う生徒・保護者の学費負担が軽減されるよう、私立高校生への就学支援金を拡充さ

せる議論が求められます。問時に、私学教育本来の良さを一層発揮させる教育条件の維持・向上をはかるために、

私立高校生への就学支援金制度と私学への経常費助成補助の対動左前Eは当然の方向であり強く求められるところ

です。私立高校の本当の意味での無償化はまだ渥成されておらず、これからの動きにかかっていま七

私たちは、貴議会に対して、憲法、教育基本法、子どもの権利条約の混念にもとづいて、私学助成の一層の充実

を図るように、以下の項目について陳情いたしま士一

陳情項目

国(内閣総理大豆・財務大臣・文創期学大臣・総務大医)に対し、地方自治法第 99条に基づき沿私の

学費格差をさらに改善し、すべての子どもたちに学ぶ権利を保障するため、私学助成の一層の増額を要愛す

る」意見書を提出してくださv¥
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